
東日本大震災からの復旧

 

 

 

 
 
 
１．復旧に係る取組の進捗状況
 

県では、復旧に係る 99

その進捗状況を把握、評価しました。

その結果、指針において目標とした

た事業内容どおり完了、または

また、3事業は平成 27

は順調に進捗しています。

なお、残る 4事業については、

が、その後の状況の変化により、事業主体が変更になったものです。

 

 

 

 

 
 
２．復興に係る施策の方向性と各種個別計画の対応状況の概要
 

指針では、「復興に向けた方向性」として、防災・危機管理体制の強化をは

じめとする 6分野について課題認識と施策の展開方向を示し、具体的な施策は

各種個別計画で定めることとしています。

「復興に向けた方向性」に係る

気プラン」、「千葉県地域防災計画」などの各種個別計画

が定められており、震災からの復興に向けて引き続き取り組んでいきます

 
（参考）千葉県震災復旧及び復興に係る指針（平成

○復旧に向けた取組 99事業  

・被災者の生活支援（31 事業）  

・被災地の生活基盤の整備（25 事業）

・被災事業者に対する支援（22 事業）

・被災地の産業基盤の整備（21 事業）

東日本大震災を受け、千葉県災害復旧

復興に係る指針」を平成 24

全庁を挙げて取り組んできました。

今般、復旧事業についての進捗状況を把握、評価したところ

99 事業について、概ね所期の目標を達成しました。

ついても、指針で示した復興の

策を定め、取り組んでいます

東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組状況について
 

平成

千葉県災害復旧・復興本部

0 4 3

進捗状況の概要  

99 事業について、平成 25 年 11 月 30

評価しました。 

その結果、指針において目標とした平成 26 年度末までに

、または事業目的を達成する見通しとなりました。

27 年度以降も引き続き実施するもので

は順調に進捗しています。 

事業については、当初、県事業による実施を予定してい

が、その後の状況の変化により、事業主体が変更になったものです。

２．復興に係る施策の方向性と各種個別計画の対応状況の概要

指針では、「復興に向けた方向性」として、防災・危機管理体制の強化をは

分野について課題認識と施策の展開方向を示し、具体的な施策は

各種個別計画で定めることとしています。 

「復興に向けた方向性」に係る 6 分野すべてにおいて、「新

気プラン」、「千葉県地域防災計画」などの各種個別計画の中で、具体的な施策

おり、震災からの復興に向けて引き続き取り組んでいきます

（参考）千葉県震災復旧及び復興に係る指針（平成 24 年 2月公表） 

 ○政策課題ごとの復興施策の方向性 

 ・防災・危機管理体制の強化 

事業） ・災害に備えた保健医療福祉分野の体制の強化・充実

事業） ・教育分野における防災体制の充実 

事業） ・農林水産業の再生と発展 

・商工業・観光業等の再生と発展 

・地震・津波・液状化等の災害に強いまちづくり

東日本大震災を受け、千葉県災害復旧･復興本部では、「千葉県震災復旧及び

24 年 2月に策定し、震災からの復旧・復興に向け、

全庁を挙げて取り組んできました。 

復旧事業についての進捗状況を把握、評価したところ

概ね所期の目標を達成しました。また、復興

指針で示した復興の方向性に沿って各分野の個別計画

います。 

【凡例】Ａ 平成 26 年度までに事業完了、または事業目的を達成

する見通しのもの（既に完了・目的達成したものを含

む。）  

Ｂ 平成 27 年度以降も事業を

その他（事業主体の変更など）

について 

平成 26 年 2 月 13 日 

千葉県災害復旧・復興本部 

0 4 3 - 2 2 3 - 3 4 0 2 

 

30 日を基準日とし、

までに、92 事業が予定し

となりました。 

ものですが、事業として

県事業による実施を予定していました

が、その後の状況の変化により、事業主体が変更になったものです。 

２．復興に係る施策の方向性と各種個別計画の対応状況の概要 

指針では、「復興に向けた方向性」として、防災・危機管理体制の強化をは

分野について課題認識と施策の展開方向を示し、具体的な施策は

「新 輝け！ちば元

の中で、具体的な施策

おり、震災からの復興に向けて引き続き取り組んでいきます。 

 

・災害に備えた保健医療福祉分野の体制の強化・充実 

 

・地震・津波・液状化等の災害に強いまちづくり 

復興本部では、「千葉県震災復旧及び

月に策定し、震災からの復旧・復興に向け、

復旧事業についての進捗状況を把握、評価したところ、予定していた

復興に向けた取組に

個別計画で具体的な施

年度までに事業完了、または事業目的を達成

する見通しのもの（既に完了・目的達成したものを含

事業を実施するもの  

その他（事業主体の変更など）  


